広域自主研修支援事業実施要綱
（趣旨）

第1条 この要綱は、市町が地域の独自課題を、広域的かつ合同で行う職員研修に対して、滋賀県市町村職員研修センターが予算の範囲内で支援することについて必要な事項を定める。

（支援の対象）

第2条 　事業の支援対象は、研修センターの構成市町とする。

（支援の内容）
第３条　支援内容は、次に掲げる内容とする。

（１）研修講師の派遣

（２）研修講師の派遣に要する経費の助成

（支援の経費及び金額）

第４条　支援の経費及び金額は、講師派遣にかかる謝礼、交通費及び宿泊代で一事業につき２０万円を限度とする。

（支援の制限）

第５条　同一市町への支援は、一年度内一事業とする。

（支援の申請）

第６条　支援を申請しようとする市町は、代表となる市町（以下「代表」という。）により広域自主研修支援事業申請書（様式第１号）に必要書類を添付し、滋賀県市町村職員研修センター管理者（以下「管理者」という。）に提出しなければならない。
（支援の決定）

第７条　管理者は、前条に規定する事業申請書を受理したときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めるときは、代表に事業決定通知書（様式第２号）を交付する。
（支援内容の変更）
第８条　支援決定を受けた市町が、支援内容を変更しようとするときは、代表が、速やかに広域自主研修支援事業変更申請書（様式第３号）を提出しなければならない。
（支援内容変更の決定）

第９条　管理者は、前条に規定する事業変更申請書を受理したときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めるときは、代表に事業変更決定通知書（様式第４号）を交付する。
（実績報告）
第１０条　支援決定を受けた市町は、研修終了後、代表が、速やかに広域自主研修支援事業実績報告書（様式第５号）を提出しなければならない。
（事業の確定）

第１１条　管理者は、前条に規定する事業実績報告書を受理したときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めるときは、代表に事業確定通知書（様式第６号）を交付する。
（助成金の請求）

第１２条　支援確定通知を受けた市町は、代表が、速やかに広域自主研修支援事業助成金交付請求書（様式第７号）を提出しなければならない。
（支援の取消し）
第１３条　管理者は、事業の決定を受けた市町が、虚偽の申請その他不正の手段により支援を受けたとき、その他管理者が適当でないと認めたときは、支援の全部または一部を取り消すことができる。
（その他）

第１４条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に定める。
　　　付　則
　この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。
　　　付　則
　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
様式第１号（第６条関係）

広域自主研修支援事業申請書

第　　　　　号

年　　月　　日

滋賀県市町村職員研修センター

管理者　　　　　　　　　　　様

申請者　代表市町名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　印
　広域自主研修支援事業について、次の関係書類を添えて申請します。

関係書類

　　研修計画書（別紙１）

別紙１

研　　修　　計　　画　　書

	団体名
	

	研修名
	

	研修目的
	

	研修内容
	

	実施予定日時
	

	実施予定場所
	

	受講対象者
	
	受講予定者数
	

	希望支援内容
	· 研修講師の派遣

· 研修講師の派遣に要する経費の助成

　（概算合計金額　　　　　　　　　円）

　　＊内訳　講師謝礼　　　　　　　円

　　　　　　交通費　　　　　　　　円

　　　　　　宿泊代　　　　　　　　円　　　　　

	研修責任者
	団体名
	

	
	所属名
	

	
	職名・氏名
	

	
	連絡先（電話）
	

	特記事項
	


様式第２号（第７条関係）

広域自主研修支援事業決定通知書
第　　　　　号　　
年　　月　　日　　
　　　　　　　　　様

滋賀県市町村職員研修センター

管理者　　
年　　月　　日付け　　　　　号で申請のありました広域自主研修支援事業について、下記のとおり事業決定したので通知します。

記

1　事業名称
広域自主研修支援事業

2　支援内容

3　支援決定額
　円

4　支援の条件

(1)　支援事業を中止又は内容を変更するときは、管理者の承認を受けなければならない。

(2)　支援事業終了後、速やかに事業実績報告書を管理者に提出しなければならない。

様式第３号（第８条関係）
広域自主研修支援事業変更申請書

第　　　　　号

年　　月　　日

滋賀県市町村職員研修センター

管理者　　　　　　　　　　　様

申請者　代表市町名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　印
　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で支援の決定の通知があった広域自主研修支援事業について、次のとおり変更したいので申請します。

変更理由及び内容（具体的に）
関係書類

　　※必要に応じて変更の内容がわかるものを添付すること
様式第４号（第９条関係）

広域自主研修支援事業変更決定通知書

第　　　　　号　　
年　　月　　日　　
　　　　　　　　　様

滋賀県市町村職員研修センター

管理者　　
年　　月　　日付け　　　　　　号で変更申請のありました広域自主研修支援事業について、下記のとおり事業の変更を承認することに決定したので通知します。

記

1　事業名称
広域自主研修支援事業

2　変更支援内容
3　変更支援決定額
　円

4　支援の条件

(1)　支援事業終了後、速やかに事業実績報告書を管理者に提出しなければならない。

様式第５号（第10条関係）

広域自主研修支援事業実績報告書

第　　　　　号

年　　月　　日

滋賀県市町村職員研修センター

管理者　　　　　　　　　　　様

申請者　代表市町名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　印
　広域自主研修支援事業について、次の関係書類を添えて実績を報告します。

関係書類

　　研修報告書　（別紙１）

別紙１

研　　修　　報　　告　　書

	団体名
	

	研修名
	

	研修実績
	

	研修効果
	

	実施日時
	

	実施場所
	

	受講対象者
	
	受講者数
	

	要した経費
　助成を希望した場合のみ記入
	研修講師の派遣に要した経費

　（合計金額　　　　　　　　　円）

　　＊内訳　講師謝礼　　　　　　　円

　　　　　　交通費　　　　　　　　円

　　　　　　宿泊代　　　　　　　　円　　　　　

	特記事項
	


· 事業の成果物（写真、研修資料、配付物、経費の支出を証明する書類等）を添付すること。
様式第６号（第11条関係）

広域自主研修支援事業確定通知書

第　　　　　号　　
年　　月　　日　　
　　　　　　　　　様

滋賀県市町村職員研修センター

管理者　　
年　　月　　日付け　　　　　号で実績報告のありました広域自主研修支援事業について、下記のとおり事業確定したので通知します。

記

1　事業名称
広域自主研修支援事業

2　支援内容


交付決定額　　　　　　　　　円
既交付済額　　　　　　　　　円
助成確定額　　　　　　　　　円
様式第７号（第12条関係）

広域自主研修支援事業助成金交付請求書
第　　　　　号　　
年　　月　　日　　
滋賀県市町村職員研修センター　

管理者　　　　　　　　　　　様
申請者　代表市町名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　印
　　　　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号で助成の確定の通知があった広域自主研修支援事業について、下記のとおり助成金を交付されるよう請求します。
記

請求金額　　　　　　　　　　　円

